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 今年は３年ぶりに行動制限のないゴールデンウィークでしたが、いかがお過ごしでしたか。各行楽地はとても

にぎわっていたようですね。政府のＧｏＴｏトラベル事業がなくても、コロナ禍で我慢していたレジャーを楽し

みたい気持ちが一気に爆発した感じでしょうか。経済効果とリフレッシュした気持ちで、より活発な企業活動に

つながればと思います。 

 先月より改正育児・介護休業法の環境整備など一部や中小企業のパワハラ防止措置義務が施行されます。また、

常時１０１人以上の企業におかれましては、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定、公表の義務化

もされております。しっかりと対応していきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２０２１年度の有効求人倍率と完全失業率について 

 無効解雇の金銭解決制度について 

 リカレント教育の支援について 

 

厚生労働省の発表によると、２０２１年度平均の有効求人倍率が１．１６倍（前年度比０．０６ポイント

増）となり、３年ぶりに上昇したことがわかりました。２０２２年３月の有効求人倍率（季節調整値）は、

１．２２倍（前月比０．０１ポイント増）でした。一方、総務省の発表によると、２０２１年度平均の完全

失業率は２．８％（同０．１ポイント減）となったことがわかりました。 

２０２１年度の有効求人倍率と完全失業率について 

リカレント教育の支援について 

 政府の教育未来創造会議のワーキンググループは、成長戦略の一環として社会人の学び直し（リカレント

教育）を支援するため、従業員が大学等で学び直すための長期休暇制度を導入した企業に対して支給する補

助金を拡充する提言の素案を示しました。また、高度なデジタル技能を備えた人材育成のための職業訓練等

を行った企業への補助・助成制度の新設も素案に盛り込まれました。 

厚生労働省の有識者検討会は、無効解雇の金銭解決制度について法的論点を整理した報告書をまとめまし

た。労働契約解消金の算定方法について、勤続年数や年齢、給与額などが考慮の対象になるなどの考え方を

示しました。今後、労働政策審議会で制度導入を議論されます。 

無効解雇の金銭解決制度について 


